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 共和党は、2024年大統領選でトランプ大統領を勝利に導いた支持層の投票参加を促すため、中間

選挙をトランプ氏中心に戦う構えである。テキサス州ダラス市での共和党全国大会でこの戦略は

鮮明になったが、会場の入りやテレビ視聴率からは、より広範な熱気の高まりを裏付ける材料は

乏しい。投票率を押し上げる効果もなお不透明である。 

 民主党にとっては、上院より下院の方が多数派奪還への道筋が明確である。ただし、政治的分極化

と選挙区再編が議席増を抑える可能性がある。上院で多数派となるには 4 議席の純増が必要で、

2024 年大統領選でトランプ氏が余裕を持って勝利した州でも議席を獲得しなければならない。 

 バブ・エル・マンデブ海峡周辺でのフーシ派の進出と、サウジアラビアの東西パイプラインの操業

停止により、イラン戦争ですでに混乱している原油輸出へのリスクが一段と高まった。エネルギ

ー価格が再び上昇すれば、生活費への有権者の不満がさらに強まり、関心を政権の実績に向けよ

うとする共和党の選挙戦略が難しくなる可能性がある。 

１．本選挙戦が本格化、共和党はトランプ大統領を前面に 

 米国の選挙戦は例年、レイバーデーを境に様相が変わる。夏休みが終わり、予備選もほぼ一巡する

ため、候補者は本選挙の有権者に照準を移し、政治広告も増加する。今年は 9月 7日がレイバーデー

に当たり、11月 3日の投票日に向けた終盤戦が始まった。 

 選挙戦を取り巻く環境は、与党・共和党に厳しい。最も身近な象徴がガソリン価格である。アメリ

カ自動車協会（AAA）によると、9月 13日の全米平均は1ガロン約4.31 ドルと、前年同期の約3.18

ドルを大きく上回る1。。例年なら米国内のガソリン需要が落ち始める時期だが、ホルムズ海峡周辺の

混乱が続き、原油価格は高止まりしている。 

 政権もこの問題の政治的な重みを強く意識している。トランプ大統領は製油会社幹部をホワイトハ

ウスに招集し、精製能力の拡大と価格引き下げを求めた。ただし、製油所はすでに高い稼働率で操業

しており、大規模な精製能力の新設には数週間ではなく数年を要する。11 月までにガソリン価格を

大きく押し下げるために政権が使える手段は限られている。 

(1) 共和党、中間選挙初の全国大会を開催 

 こうした状況下、共和党は 9 月 9～10 日、ダラス市内で党として初となる中間選挙の全国大会を

開催した。この構想は、トランプ氏が2025 年 9月に公表していたものである。一般に大統領与党は

中間選挙で議席を減らす傾向にあり、今回は政権の政策路線と上下両院の多数を守る戦いとなる。加

えて、共和党にはトランプ氏が大統領だからこその課題がある。大統領選ではトランプ氏のために投

票所へ足を運ぶ有権者が、本人が投票用紙に載らない中間選挙でも同じように投票するとは限らない。

メディアは大会前、こうした支持層の投票を促すことが大会の主要な目的の一つだと報じていた。。  

 全国大会を開催する狙いは、候補者ではないトランプ氏を選挙戦の中心に据えることだった。共和

党全国委員会（RNC）のジョー・グルーターズ委員長は大会前からこの方針を示し、トランプ氏自身

もダラスで、あたかも自分が出馬しているかのように投票するよう支持者に呼びかけた。このため今

回の大会は、議会候補を売り込む党大会というより、トランプ氏を軸に全米で投票参加を促す大規模

な動員の場としての性格が強かった。 

 大会の日程も、トランプ氏を中心とする構図を鮮明にした。同氏は初日夜に約 105 分演説し、翌日

 

1。 AAA「レギュラー」ガソリン価格、全米平均。9月 14 日時点。（リンク） 

https://gasprices.aaa.com/
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も JD・バンス副大統領の直後に登壇して大会を締めくくった。接戦となっている上下両院選の候補

者も相次いで登壇したが、その多くは政権の実績を擁護し、民主党による政策の巻き戻しを阻止する

必要性を訴える役割を担った。バンスにも目立つ登壇機会が与えられたものの、両日とも最後を飾っ

たのはトランプ氏だった。 

(２) 党大会は効果を上げたのか 

 共和党の中間選挙戦でトランプ氏を明確な中心に据えるという目的は、少なくとも達成されたとい

える。会場はトランプ氏のイメージで埋め尽くされ、登壇者も繰り返し政権の実績を強調した。ロイ

ターは大会後の共和党戦略について、2016 年と 2024 年の大統領選でトランプ氏を勝利に導いた支

持層の投票参加を再現しようとするものだと報じている。大会後にロイターの取材を受けた共和党活

動家の間でも、既存の支持層を動員するうえで、トランプ氏が党にとって最も有力な存在だとの見方

が大勢だった。2 

 ただし、大会で改めて浮き彫りになったのは、トランプの集客力を議会選候補への支持にどうつな

げるかという課題である。報道によると、両日とも多数の空席がみられた一方、初日夜のトランプ氏

演説時にはフロア席が埋まった。これに対し、議会選候補への反応は比較的鈍かったとも報じられて

いる。トランプ氏本人が共和党支持層を動員する力を依然として持つことは示されたが、その熱気が

本人不在の選挙戦でも維持され、下院・上院候補への投票にまでつながるかは、なお別の問題である。 

 テレビ視聴率も一つの指標である。Mediaite が報じたニールセンのデータによると、トランプ氏演

説を放送した初日午後9～11 時（東部時間）の Fox。News の平均視聴者数は約250万人で、通常の

プライムタイムとおおむね同水準だった3。両日ともNFLの試合と時間帯が重なり、初日はシーズン

開幕戦、2 日目はオーストラリアで開催された 49ers 対 Rams 戦が米国時間の木曜夜に行われた。

こうした日程も、トランプ氏の支持層の重要な一角を占める男性有権者を含め、大会がどこまで幅広

い層に届いたかを判断しにくくしている。 

 もっとも、会場の入りやテレビ視聴率だけで大会の成否を判断することはできない。これらの数字

にはオンラインでの視聴や、その後の報道による波及効果は含まれず、最終的に投票率を押し上げる

かも現時点では分からない。それでも、現時点で得られる数字からは、大会が有権者の関心を大きく

広げたとする明確な裏付けは乏しい。 

(３) トランプ氏に賭ける共和党の選挙戦略 

 党大会では、共和党の選挙戦略が抱える難しさも浮き彫りになった。共和党は、税制や移民取り締

まり、国内製造業、処方薬価格をめぐる政権の実績を強調するとともに、民主党を主流から外れた存

在と位置付けようとした。しかし、イラン戦争と生活費の高騰は引き続き政治的な重荷となっている。

トランプ氏は初日の演説でイラン戦争を擁護したものの、政権の実績を訴える一方で、物価に対する

有権者の不満にどう応えるのかという課題を共和党が解消できたとは言い難い。 

 ダラス大会は、こうした根本的な課題への答えを示すというより、共和党が採る戦略を明確にする

場となった。トランプ氏は共和党支持層を動員するうえで依然として強い求心力を持つ。大会では、

11 月の中間選挙で共和党が上下両院の多数派を維持すれば、米国の成人 1 人当たり 5,000 ドルの

「トランプ配当」を支給すると表明し、選挙結果と有権者への直接的な経済的利益を結び付けた。具

体的な財源や実施方法は示しておらず、実現には議会の承認も必要となる。 

 

2。 9 月 9 日付、ロイター通信記事。（リンク） 
3。 9 月 10 日付、Mediaite 記事。（リンク） 

https://www.reuters.com/world/us/republicans-tie-midterm-hopes-trump-dallas-convention-despite-political-risks-2026-09-09
https://www.mediaite.com/media/news/trumps-convention-speech-bombs-in-ratings-10pm-hour-on-fox-news-fails-to-top-average-gutfeld-audience
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 こうしたトランプ氏を前面に出す戦略は、支持層の投票を促す一方、中間選挙を同氏自身への信任

を問う選挙とする側面もある。その結果、上下両院の候補者も、トランプ氏の支持率やイラン戦争、

生活費問題とより強く結び付くことになる。ロイターの取材を受けた大会参加者からも、この戦略が

無党派層にも通用するのか疑問視する声が出ている。 

２．下院：共和党に逆風も、「波」が及ぶ接戦区は限定的 

 投票日まで 49 日となるなか、議会の多数派が交代する可能性は、上院よりも下院の方が現実的な

構図となっている。 

 現在の下院勢力は共和党 218、民主党 214、無所属 1、欠員 2で、共和党の多数はわずかである。

さらに、接戦区は民主党現有議席より共和党現有議席に多く、与党に厳しい全国的な選挙環境を反映

している。Cook。Political。Report の 9月 11日時点の評価でも、接戦・競争的なカテゴリーには共和

党現有議席が多く含まれている。 

 ただし、過去の「波の選挙」とは重要な構造的な違いがある。今回は、そもそも勝敗が動き得る下

院選挙区の数が以前より少ない。 

 有権者の党派別の住み分けが進み、共和・民主それぞれの支持基盤が強い選挙区が増えたことに加

え、任期途中の選挙区再編によって共和党に有利な選挙区構成がさらに強まった。選挙研究を専門と

するバージニア州立大学の Sabato’s。 Crystal。 Ball は 6 月、新たな区割りだけで共和党に 5～9 議席

程度の純増効果が生じる可能性があると試算している。4。共和党が議席を失うリスクがなくなるわけ

ではないが、民主党が大幅に議席を伸ばすためのハードルは高くなる。選挙専門サイトの Cook。

Political。 Report も、選挙区再編によって共和党が下院維持に向けた一定の余地を確保したと分析し

ている。 

 全国的には共和党に厳しい選挙情勢との見方が強いが、共和党の選挙関係者は、民主党が大幅に議

席を伸ばす余地は限られているとみている。その根拠となるのが、近年における政治的分極化と現在

の選挙区構成である。トランプ氏に不満を持つ有権者であっても、かつてのように、それだけで共和

党の下院候補への反対票に回るとは限らない。特に、2024 年大統領選でトランプ氏が大差で勝利し

た選挙区では、その傾向が強い。 

 したがって、全国的に現政権への反発が強まったとしても、過去の「波の選挙」のような大幅な議

席変動につながるとは限らない。 

3．民主党の「波」は上院まで及ぶか 

(1) 2006 年と 2018 年の比較 

 Politico のコラムニスト、ジョナサン・マーティンは最近、政界関係者の議論を「2026 年は 2018

年型か、それとも 2006 年型か」という問いに集約した5。いずれも共和党政権への反発が表れた中

間選挙だが、結果には大きな違いがあった。 

 トランプ第1次政権下の 2018年には、民主党が下院で41議席を増やして多数派を奪還した。し

かし、「波」は上院には及ばず、共和党は逆に 2議席を上積みし、51議席から 53議席へと勢力を拡

大した。民主党は下院を制したものの、上下両院の多数派を握るには至らず、ねじれ議会となった。 

 

4。 6 月 9 日付、Sabato’s。Crystal。Ball の解説。（リンク） 
5。 8 月 30 日付、Politico 記事。（リンク） 

https://sabatoscrystalball.substack.com/p/taking-stock-of-the-2026-house-map
https://www.politico.com/news/magazine/2026/08/30/republican-party-midterms-trump-01055934


 

5 

 

 2006 年は様相が異なる。ジョージ・W・ブッシュ政権 2 期目の中間選挙で、民主党は下院で 31

議席を増やして多数派を奪還し、上院でも多数派を獲得した。民主党と同党に同調する無所属を合わ

せて51議席となり、上下両院で多数派が交代する「波」となった。 

 2026 年が 2018 年型となれば、政権への強い反発によって下院の多数派は交代しても、その勢い

は上院では限定的となる。2006 年型であれば、民主党への流れが共和党優位の州にまで広がり、上

院選でも民主党候補を押し上げることを意味する。 

 2006 年との類似性が指摘される背景には、当時と現在の政治環境がある。2006 年のブッシュ大

統領は、イラク、アフガニスタン両戦争が続くなかで支持率が低迷していた。ガソリン価格も国民の

大きな懸念となり、ワシントンではジャック・エイブラモフ、トム・ディレイ、マーク・フォーリー

らをめぐる一連のスキャンダルが政治問題化していた。 

 2026年にも共通する要素は少なくない。共和党政権 2期目のトランプ氏は、イラン戦争によって

支持を損なっている。もともと生活費への不満が強いなか、イラン戦争がガソリン価格の大幅な上昇

に拍車をかけた。利益相反や政治資金、政府と民間企業の関係をめぐる問題も、民主党が政権の倫理

面を追及する材料となっている。 

もっとも、政治環境が 2006 年に似ていても、同じ選挙結果を再現するハードルははるかに高い。

2026年の上院は共和党53議席に対し、民主党45議席と民主党会派に属する無所属2議席である。

50 対 50 となっても副大統領の決定票により共和党が多数派を維持するため、民主党が上院を奪還

するには4議席を純増し、51議席に達する必要がある。 

(2) 2006 年と 2018 年の比較 

 民主党が上院多数派を奪還するには、特に 4つの選挙戦が重要となる。 

 民主党が共和党から議席を奪う候補として、まず挙げられるのがメイン州である。2024 年大統領

選で民主党候補が勝利した同州では、共和党現職のスーザン・コリンズ上院議員が再選を目指す。民

主党は、グラハム・プラトナーの撤退を受け、元州上院議長のトロイ・ジャクソンを候補に擁立した。 

 次の重点州がノースカロライナ州である。共和党現職の引退に伴う選挙で、民主党からはロイ・ク

ーパー前州知事が出馬する。クーパー氏は共和、民主両党が拮抗する同州で知事選に2度勝利してお

り、州全体での選挙実績と知名度を持つ候補である。 

 ただし、メイン、ノースカロライナ両州を獲得しても、民主党は多数派までなお 2 議席足りない。

このため、アイオワ、テキサス、アラスカ、オハイオといった共和党寄りの州にまで争点が広がって

いることが重要となる。 

 アイオワ州は近年の大統領選で共和党への傾斜を強め、2024 年にはトランプ氏が約 13 ポイント

差で勝利した。それでもCook。Political。Report は、現職不在となる同州上院選を「Toss-up。（分分分

分）」に変更している。民主党のジョシュ・トゥレクと共和党のアシュリー・ヒンソン下院議員が争

う。 

 テキサス州はさらに異例の接戦となっている。共和党予備選で現職のジョン・コーニン上院議員を

破ったケン・パクストン州司法長官と、民主党のジェームズ・タラリコ州下院議員が対決する。最近

の世論調査では、ほぼ互角からタラリコが小幅にリードする結果まで幅がある。現地紙Texas。Tribune

は接戦と報じており、共和党系スーパーPACのMAGA。Inc.も州内で 1,000 万ドル規模の広告キャン

ペーンを開始した。 
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 アラスカ州でも、民主党のメアリー・ペルトラ元下院議員が共和党現職のダン・サリバン上院議員

に挑戦し、競争が激しくなっている。Cook。Political。Report の党派指数ではR+6と共和党寄りの州

だが、同州の選挙も上院の競争が広がるなかで注目される選挙戦に含まれている。 

 ここに、共和党関係者が民主党の上院奪還は容易ではないとみる最大の根拠がある。トランプ氏は

2024 年大統領選でアイオワ、アラスカ、テキサス、オハイオの各州をいずれも余裕を持って制した。

民主党がこれらの州の複数で上院議席を獲得するには、わずか 2年前にトランプ氏へ投票した有権者

の相当数から、今回は民主党上院候補への支持を得る必要がある。 

上院選の世論調査については、近年の選挙結果を踏まえ慎重にみる必要もある。共和党候補が選挙

直前の世論調査を上回った例があり、2020 年メイン州でのコリンズ氏の再選はその代表例である。

ただし、これは接戦の世論調査を慎重に解釈すべき理由にはなるものの、今回も同じ方向に誤差が生

じることを意味するものではない。 

即ち、下院では、政権への不満が多数派交代につながるかが問われる一方で、上院ではその不満が

共和党寄りの州にまでどこまで広がるかが焦点となる。 

4. 共和党の戦略は固まる、中東情勢が最大の不確定要因に 

 ダラスでの共和党全国大会により、同党が選挙終盤をどう戦うかは明確になった。従来のように、

支持率が低迷する大統領と議会候補の距離を置くのではなく、むしろトランプ氏を軸に選挙戦を全国

化し、2024 年大統領選で同氏を勝利に導いた支持層の投票参加を再現する戦略である。トランプ氏

がダラスで支持者に「私が投票用紙に載っているつもりで投票してほしい」と呼びかけたことが、そ

の方針を端的に示している。共和党にとっては、トランプ氏の低支持率が幅広い有権者層でマイナス

に働く以上に、共和党支持層を投票所に向かわせる力が上回るかどうかが賭けとなる。 

 選挙戦略が固まったことで、今後の最大の外的要因は中東情勢となりそうだ。レイバーデー以降、

中東情勢は大きく悪化した。イランと連携するフーシ派はイエメンの紅海沿岸を南下し、戦略的な港

湾都市モカを制圧したほか、バブ・エル・マンデブ海峡に位置するペリム島にも進出した。これによ

って直ちに同海峡が封鎖されたわけではないが、世界有数の海上交通の要衝を通る船舶を脅かすうえ

で、フーシ派の地理的な優位性は大きく高まった。ホルムズ海峡の混乱を受け、サウジアラビアなど

の産油国が紅海経由の輸出への依存を強めているだけに、その重要性は増している。 

 さらに、サウジアラビア東部の油田地帯と紅海沿岸のヤンブーを結ぶ東西パイプラインも、ドロー

ン攻撃による設備被害を受け、一時操業を停止した。サウジ当局によると、攻撃はイラク領内から行

われたが、誰が実行を指示したかなどは明らかになっていない。同パイプラインは、ホルムズ海峡を

迂回するサウジ産原油の主要輸送ルートとなっており、直近では日量 400 万～500 万バレル、世界

の石油供給量の約4～5％を輸送していた。 

 即ち、サウジ産原油の輸出ルートは複数方向から圧力を受けていることになる。東側ではホルムズ

海峡の混乱が通常の輸出航路を制約し、西側ではフーシ派の進出がバブ・エル・マンデブ海峡を経由

する代替航路を脅かす。さらに、その東西を陸路で結ぶパイプラインも攻撃を受けた。イラン戦争下

でも原油を世界市場に送り続けるためにサウジアラビアが活用してきた複数の輸送手段が、同時に不

安定化している。 

 原油市場はすでに反応している。ブレント原油は再び 1バレル100ドルを突破し、9月 13 日には

109.63 ドルで取引を終えた。こうした供給不安は米国の燃料価格にも波及しており、夏場の需要期

を終えて本来ならガソリン価格が下がり始める時期に、逆方向の圧力がかかっている。 
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 これは、ダラス党大会で共和党が打ち出したメッセージとは相いれない動きである。大会ではトラ

ンプ政権の実績や移民、税制、製造業政策を前面に出し、民主党との政策・理念上の違いを強調した。

しかし、有権者が日常生活で直接感じる物価高やイラン戦争の行方は、選挙陣営だけでは左右できな

い要因を多分に含んでいる。 

今後数週間、共和党の戦略は性質の異なる二つの試練に直面する。一つは選挙運動そのものの課題

である。トランプ氏本人が投票用紙に載らない中間選挙で、大統領選並みの熱量を支持者から引き出

せるか。もう一つは外部環境である。中東情勢のさらなる悪化によって、11 月までにエネルギー価

格や生活費が一段と上昇する事態を政権が抑えられるかである。前者に対応するための場がダラス大

会だった。後者は、政権や選挙陣営だけでは制御がはるかに難しい問題である。 
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